
資料３ 

作成基準の位置づけ、手続及び構成 

 

○ 作成基準は、内閣総理大臣が定めるものであり、定めようとする際は、あらかじめ、

統計委員会の意見を聴かなければならないとされている。（統計法第 6条） 

 

○ 統計委員会に意見を聴く際の手続は、 

 １ 内閣府が、作成基準について統計委員会に諮問。（今回は平成 20 年９月８日） 

 ２ 統計委員会は、諮問を受けて審議。その際、国民経済計算部会に付託し、さらに、

国民経済計算部会勘定体系・新分野専門委員会に付託。 

 ３ 国民経済計算部会勘定体系・新分野専門委員会は、諮問に対する意見をとりまとめ

た答申案を作成し、それを国民経済計算部会で承認を得て、統計委員会の承認を得る。 

  （今回は統計委員会の答申は、平成 21 年３月９日予定） 

 ４ 内閣府は、答申案を受け、作成基準を定める。（今回は平成 21 年４月１日予定） 

 

○ 作成基準案の構成の考え方は以下のとおり。 

 

  

 

 

 

 

作成基準 

１ 概論 

 趣旨などを記載 

２ 勘定系列 

 どのような勘定を作成するか記載 

３ 分類 

 制度別、経済活動別、財貨・サービス別

の分類の考え方を記載 

４ 記録原則 

 発生主義、価格評価、最終支出主体主義、

実質化について記載 

５ 記録内容 

 各勘定の記録内容を記載 

７ 雑則 

 作成頻度、国際基準との対応の公表、計

数の改定、変更の検討について記載 

附則 施行期日を記載 

国際基準との対応状況 

経済活動別分類の一覧 

財貨・サービス別分類の一覧 

補足的な表の一覧 

作成方法（統計法第 26 条により、総務大

臣に通知することとされている。） 

６ 作成方法の原則等 

 作成方法の原則、具体的な作成方法の通

知・公表について記載 

作成基準上別途公表すると 

定められているもの 


